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損保数理（問題）

　次の問題1～問題3の各問について、最も適切なものをそれぞれの選択肢の中から選び、解答用紙の

所定の欄にマークしなさい。なお、消費税については考慮しないこととし、特に断りがないかぎり、免

責金額および支払限度額は1事故あたりのものであり、また、各クレームは独立であるものとする。

問題1．（30点）

I．ある保険商品の免責金額を設定しない場合の1被保険者あたりの年間クレーム発生件数は、パラメ

　ータ3のポアソン分布に従っている。この保険商品にある一定の免責金額を設定するものとし、各ク

　レーム類がこの免責金額以下となる確率は0．6であるものとする。このとき、次の（1）、（2）の各

　間に答えなさい。なお、必要があればゼ03＝O．741を使用すること。

（1）この免責金額を設定した場合、1被保険者あたりの年間クレーム発生件数（＝支払対象となるク

　レーム件数）の平均に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

　（A）0．6　　　（B）O．8　　　（C）1．0　　　（D）1．2　　　（ε）1．4

　（F）1．6　　　（G）1．8　　　（H）2．0　　　（I）2．2　　　（J）2．4

（2）この免責金額を設定した場合の、1被保険者について年間で1回も支払対象となるクレームが発

　生じない確率に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

　（A）O．106　　（B）0，123　　（C）0，143　　（D）0，166　　（E）0，223

　（I＝’）0，301　　（G）0，407　　（H）0，549　　（I）0，741　　（J）0．861
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■．クレーム総額τが複合ポアソン分布に従う場合に、正規近似を使って信頼度Zおよび全信頼に必要

なクレーム件数nFを算出する。このとき、次の（1）、（2）の谷間に答えなさい。なお、XおよびM

はそれぞれ個々のクレーム類およびクレーム件数を表す確率変数とする。

（1）下記の①～③の空欄に当てはまる最も適切なものを選択肢の中から1つ選び、解答用紙の所定の

　欄にマークしなさい。なお、同じ選択肢を複数回用いてもよい。

推定量C＝Zr＋（1－Z）M’（Mは実績値を得る前に別のデータにより計算された値とする）

の変動幅が確率ρで全信頼度の変動幅2畑（τ）よりも狭い範囲に限定されているとすると、M

は定数であるため、次の式が成り立つ。

　　P（班（τ）一任（τ）・［ΦコくZ五（r）手畑（r））＝ρ

　また、τが左右対称な分布（歪度∫㎞（τ）＝0）ならば、上式は次のとおり変形できる。

　　1、、、・［蔓］・疵（r）／Z

　　（㌦はrのρパーセント点（すなわち、P（r＞Cρ）＝ρ）、g＝1一ρとする）

　ここで、正規近似によりrのρパーセント点が［蔓］十σ、ツ、（σ、　τの標準偏差、γ、　標

準正規分布のρパーセント点）と表せることを用いると、信頼度Zは次のとおりとなる。

・・^★〕丹

　この式を万（M）について解き、信頼度Z＝1を代入すると、全信頼に必要なクレーム件数伽を

算出することができる。

（・） i蒜・蓑麦1　（・）辮・周（・）鵠・蒜

（D）亙（M）γ（X）十五（X）2γ（M）　（E）γ（X）　　　　　　　（F）r

（G）Zτ　　　　　　　　　　　　（H）五（r）　　　　　　　（I）五（X）

（J）いずれにも該当しない
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（2）クレーム件数が平均100，OOOのポアソン分布に従い、個々のクレーム類が平均125、標準偏差950

　であることが分かっている場合、正規近似を使って算出した年間クレーム総額に全信頼を与えるた

　めに必要なクレーム件数nFに最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、真の期待値から95％

　の確率で±5％の範囲内にあるときに全信頼を与えることとし、必要があれば下表（標準正規分布の

　上側ε点）の数値を使用すること。

＜表〉標準正規分布の上側ε点：〃（ε）

ε　　　　O．159 0．100　　　　　　　0．050　　　　　　　0．025

m（8）　　1．000　　1．282

0．023

1．645　　　　　　　1．960　　　　　　　2．000

（A）　80，000　（8）　85，000　（C）　90，000　（D）　95，000　（E）　100，000

（F）105，000　（G）110，000　（H）115，000　（I）120，000　（J）　125，000
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皿．ある保険金杜の自動車保険の料率は、年齢（X歳未満かX歳以上か）と運転目的（目覚・レジャー

　使用か業務使用か）の二つの危険標識で複合的に区分されている。この自動車保険に関するある年度

　の実績統計が下表のとおりであったとする。

〈エクスホージャ（恥）＞

X歳未満

X歳以上

計

日常・レジャー使用

E11二400

E21営100

E．1：500

業務使用

跳2＝300

E22＝150

E．2＝450

計

E1．二700

E2．＝250

E．．＝950

＜クレーム総額（Cij）＞

X歳未満

X歳以上

計

日常・レジャー使用

C11＝252

C21＝39

C．1＝291

業務使用

C12＝198

C22＝81

C．2＝279

計

C1．＝450

C2．＝120

C．．＝570

この複合リスクの構造が乗法型であると仮定して、2つの危険標識について相対クレームコスト指数

および料率係数をMinimum　Bias法により求めるとき、次の（1）、（2）の谷間に答えなさい。

なお、計算の途中において、クレームコストおよび相対クレームコスト指数は、全て小数点以下第4

位を四捨五入して小数点以下第3位までの数億を用いることとする。

（1）年齢区分「x歳未満」、運転目的「業務使用」に対応する相対クレームコスト指数巧2に最も近い

ものは、選択肢のうちのどれか。

（A）0，750　　（B）0，800　　（C）0，850

（I＝一）1，000　　（G）1，050　　（H）1．100

（D）0，900　　（E）0，950

（1）　1，150　　　（J）　1．200

（2）年齢区分ギx歳以上」に対応する料率係数x2の値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

　ただし、運転目的「日常・レジャー使用」に対応する料率係数ylはそれに対応する実績の相対クレ

　ームコスト指数に等しいものとする。

　（A）O．725　　（B）0，775　　（C）0，825　　（D）0，875　　（E）0，925

　（F）0，975　　（G）1，025　　（ト1）1，075　　（一）1，125　　（J）1．175
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1V．ある保険金杜が、次の実績データを基に保険商品の料率改定を実施する。このとき、次の（1）、（2）

　の谷間に答えなさい。

　ただし、すべての保険事故は第4経過年度末までに支払が完了するものとし、累計支払保険金のロス

　ディベロップメントの予測値には、既知の事故年度別ロスティベロップメント・ファクターを単純平

　均した億を用いるものとする。また、本保険商品の現行の予定損害率は60％とする。なお、計算の途

　中において、ロスティベロップメント・ファクターについては小数点以下第4位を四捨五入して小数

　点以下第3位までの数値を用い、保険金・支払備金については小数点以下第1位を四捨五入して整数

　値を用いるものとする。なお、インフレの影響は考慮しなくてよい。

〈単年度支払保険金＞

経過年度
既経過保険料

事故年度 1 2 3 4

2006 4，319 2，379 2，237 1，242 19，000

2007 3，502 2，156 1，803 16，000

2008 3，311 2，014 16，000

2009 3，848 18，500

＜料率構成割合〉

予定損害率 60％

予定社費率 25％

予定代理店手数料率 10％

予定利潤率 5％

※予定代理店手数料率と予定利潤率は、営業保険料に対する割合である。

（ユ）ボーンヒュッターファーガソン法で見積もった2009年度末の支払備金に最も近いものは、選択

　肢のうちのどれか。なお、事故年度ごとの最終累計発生保険金の当初予測値は、既経過保険料と現

　行の予定損害率（60％）から算出するものとする。

　（A）　9，400　（B）　9，650　（C）　9，900　（D）10，150　（E）10，400

　（F）10，650　（G）10，900　（H）11，150　（I）11，400　（J）11，650

（2）2006年度～2009年度の4事故年度累計の実績損害率を用いて損害率法により料率改定を実施し

　た場合の、料率改定後の予定損害率に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、実績損害率

　は既経過保険料と、（1）で算出した支払備金を加味した最終累計発生保険金から算出するものと

　し、実績損害率の信頼度を1とする。なお、実績社費率は現行の予定社費率と等しく、改定後も実

　績額を確保するものとし、代理店手数料率、利潤率については改定後も現行の予定代理店手数料率、

　予定利潤率を使用するものとする。

　（A）　50％　（8）　51％　（C）　52％　（D）　53％　（E）　54％

　（F）　55％　（G）　56％　（1－1）　57％　（一）　58％　（J）　59％
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V．ある保険金杜が販売している保険商品は、年間のクレーム件数が平均100、分散100の確率分布に

　従い、1事故あたりのクレーム類が平均2，000万円の指数分布に従うものとする。この保険商品に対

　して、エクセスポイント1億円、カバ』リミットが無制限の超過損害額再保険を手配しているものと

　する。このとき、次の（ユ）、（2）の谷間に答えなさい。なお、必要があればe一：0，368を使用す

　ること。

（1）再保険適用後の1事故あたりの正味クレーム類をγ（万円）とする。

　①亙（γ）に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

　（A）1，9王0　　（B）1，920　　（C）1，930　　（D）1，940　　（E）1，950

　（F）1，960　　（G）1，970　　（1－1）1，980　　（一）1，990　　（J）2，000

　②万（γ2）に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

　（A）7，080，000　　（8）7，180，000　　（C）7，280，000　　（D）7，380，000

　（F）7，580，000　　（G）7，680，000　　（H）7，780，000　　（一）7，880，000

（E）7，480，000

（J）　7，980，000

（2）この保険金杜では、再保険適用後の年間正味クレーム総額r（万円）の変動係数Cグ（r）

　　（・河／ギ（τ））が一定以下となるように、超過損害額再保険のエクセスポイントを引き下げ

　ることを検討している。

　①現在（エクセスポイント1億円、カバーリミット無制限）の変動係数Cγ（r）に最も近いものは、

　　選択肢のうちのどれか。

　（A）0，105　　（B）0，110　　（C）0，115　　（D）0，120　　（E）0，125

　（I＝＝）0，130　　（G）0，135　　（■一1）0，140　　（一）0，145　　（J）0，150

　②エクセスポイントを4，000万円に変更した場合の変動係数Cγ（τ）に最も近いものは、選択肢の

　　　うちのどれか。なお、カバーリミットは無制限のまま変更しないものとする。

　（A）0，105　　（B）0，110　　（C）0，115　　（D）0，120　　（E）0，125

　（F）0，130　　（G）0，135　　（ト1）0，140　　（一）0，145　　（J）0．150
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間題2．（55点）

I．保険事故が発生した場合には保険金1，000を支払う保険契約について、過去1年間のクレーム件数

　を調べたところ、次のデータが得られた。ここで、1契約者あたりのクレーム件数はポアソン分布に

　従い、契約者ごとにポアソン分布のパラメータは異なるものとする。このとき、次の（1）、（2）の

　谷間に答えなさい。

過去1年間のクレーム件数 契約者数

0件 500

1件 工60

2件 70

3件 35

（1）次年度のクレーム件数を予測する場合に、ビュールマン・モデノレによって算出した実績クレーム

　件数に対する信頼度に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、算出にあたっては、本保険

　契約全体のクレーム件数の平均および分散の推定値として、それぞれ標本平均および不偏分散（い

　ずれも小数点以下第4位を四捨五入して小数点以下第3位までの数値を用いること）を使用するも

　のとする。

　（A）　0．10　（B）　O．15　（C）　0．20　（D）　0．25　（E）　0．30

　（F）　0．35　（G）　0．40　（H）　0．45　（I）　0．50　（J）　0．55

（2）次年度に適用する純保険料について、過去1年間のクレーム件数に応じて、ビュールマン・モテ

　ルによって予測した次年度の1契約者あたりのクレーム件数の予測値を用いて設定することによ

　り格差をつけることとした。過去1年間のクレーム件数2件の契約者に適用する純保険料に最も近

　いものは、選択肢のうちのどれか。なお、算出にあたって使用する信頼度は、（1）で選択した解

　答の数値を使用すること。

　（A）　　500　　（8）　　600　　（C）　　700　　（D）　　800　　（E）　　900

　（F）　1，000　　（G）　1，100　（ト1）　1，200　（1）　1，300　（J）　1，400
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■．危険標識を被保険者の性別および住所の2区分で設定している個人用自動車保険があり、その実績

　のクレーム単価についてのデータが以下のように与えられているとする。

被保険者の住所

都市 郊外

被保険者の性別
男性 800 500

女性 400 200

被保険者の性別・住所別のクレーム単価巧（ゴ＝1，2，3，4）を、次のとおり定義された説明変数

㍉（ゴ＝1，2，3，4，ノ＝1，2，3）によりモデル化することを考える。

・・ g1機い・／l1奮1匡鵜・㌦・／㍑鵜

このとき、次の（1）、（2）の谷間に答えなさい。

（1）クレーム単価巧（’＝1，2，3，4）が耳＝βlx’1＋β2xj2＋β3γ’3＋εj（β1，β2，β3はパラメータ、εjは誤

　差項で正規分布M（0，σ2）に従う）で表されるものとし、8主に関する最小二乗法によるパラメータ

β、，A，β、の推定値ψ，β2，ゑ）とする。ゑの値に最も近いものは、選択肢のうちのどれ机

　（A）375　　　（B）425　　　（C）475　　　（D）525　　　（E）575

　（F）625　　　（G）675　　　（卜1）725　　　（一）775　　　（J）825

（2）クレーム単価巧（’＝1，2，3，4）が一般化線形モデルで表わされるものとする。ここで、耳の従う指

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月数型分布族をポアソン分布！（y、；μ，）一・一μ1生、リンク関数をg（γ）一1．g。とし、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ’！

　亙（巧）：g■1（＾X，1＋β2γ’2＋β3γ、3）と表わされるものとする。

パラメータA，β、，β、の最尤推定法による推定値を伐，尾，尾）とするとき、・房の値に最も近いも

　のは、選択肢のうちのどれか。

　（A）394　　　（8）406　　　（C）418　　　（D）430　　　（E）443

　（F）455　　　（G）467　　　（H）479　　　（一）491　　　（J）503
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皿．保険期間n年の積特型積立保険の年払契約における補償部分の平準年払営業保険料に関し、次の

　（1）、（2）の谷間に答えなさい。なお、保険料に関する基礎数値は下表のとおりとする。

危険保険料 ρ

新契約社費 α

予定社費
維持費 β

予定代理店手数料率 θ

予定利潤率 δ

予定利率
’

現価率
　　至v＝一

@1＋j

※予定代理店手数料率と予定利潤率は、営業保険料に対する割合である。

（1）平準年払営業保険料について、1年契約の営業保険料（上表と同じ危険保険料、予定社費、予定

　代理店手数料率、予定利潤率により算出したものとする）に対する割引率は、選択肢のうちのどれ

　か。

　　　1＿Ψη一1　　α
（A）　v
　　　　1－v”ρ十α十β

　　　1＿Ψ円I1　α
（D）

　　　1－v”ρ十α十β

　　　1＿ソH一三
（G）ソ　祠α（1一θ一δ）

　　　　1－v

（J）いずれにも該当しない

　　　1一ソ　　　α
（B）　　　　　　　　　　　　（C）
　　　1一ゾρ÷α令β

　　　1＿ソH－1
（E）　　　　α　　　　　　　　（1＝）
　　　1－v”

　　　　1一Ψαo一θ一δ）
（H）　v　　　　　　　　　　　（I）
　　　1イー1ρ十α十β

1＿ツ”一1

　　　α1一ツ記

1一ソ”■’α（1一θ一δ）

1一ゾ　ρ十α令β

1一ツ　　　α
ソ

玉一ゾIlρ十α十β

（2）第2保険年度末で解約が発生（保険料の請求・返還は行わない）した場合について、回収できな

　かった新契約社費の第2保険年度末時点の現価は、選択肢のうちのどれか。

（。）』山、ユ
　　　　　1一ゾ

　　　I＿ゾ2
（C）　　　　α
　　　｝一ソ刷

（。）玉一ゾ2α
　　　一一ソ”　1一θ一δ

（G）　Ψ　　　　　　　α
　　　　　　1一ゾ

　　　。1一ソ用一2　α
（I）　v
　　　　1一ソ”　1一θ一δ

（。）1一州一ゾ2α
　　　　　1一ソ固　　　　1一θ一δ

　　　1＿Ψ”一3
（1））　　　　α
　　　1＿ゾI

（、）』坐）、
　　　　　1一〆

　　　。1一・”’2
（H）　ツ　　　α
　　　　トゾ

（J）　いずれにも該当しない
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1V．将来の保険金Xが平均2の指数分布に従うものとするとき、いくつかの保険料算出原理によって将

　来の保険金に対応する保険料（予定事業費等の付加保険料は考慮しない）を算出することを考える。

　このとき、次の（1）～（3）の谷間に答えなさい。なお、必要があれば1og2＝0，693，1og3一．099，

　Iog5＝1，609を使用すること。

（1）指数原理により算出した保険料に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、指数原理によ

　る保険料は、保険金杜の効用関数が指数効用m（x）＝一e一加であると仮定したときの保険料の下限値

　として導かれるが、ここではゐ＝0．3として算出すること。

　（A）2．0　　　（B）2．5　　（C）3．O一　（D）3．5　　（1…）4．0

　（F）4．5　　　（G）5．O　　（H）5．5　　（I）6．0　　（J）与えられた条件だけでは計算できない

（2）パーセンタイル原理により算出した保険料に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、パ

　ーセンタイル原理による保険料は、Xの分布の上側100ん％点として導かれるが、ここではゐ＝0．05

　と・して算出すること。

　（A）2．0　　　（B）2．5　　（C）3．0　　（D）3．5　　（E）4．0

　（1＝）4．5　　　（G）5．0　　（H）5．5　　（I）6．0　　（J）与えられた条件だけでは計算できない

（3）エッシャー原理により算出した保険料に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、エッジ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e伽
　ヤー原理による保険料は、x＝xに対するウェイトを　　　として算出した期待値として導かれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亙（・脈）

　るが、ここではゐ＝0．3として算出すること。

　（A）2．0　　　（B）2．5　　（C）3．0　　（D）3．5　　（E）4．0

　（F）4．5　　　（G）5．0　　（H）5．5　　（1）6．0　　（J）与えられた条件だけでは計算できない
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V、クレーム件数過程｛M，｝，、。が次の条件を満たすとする。

　※　0≦sくC≦m＜ソ⇒MドM。とM、一M山は独立

　※　同一時刻に2件以上のクレームが発生することはない

　※　オペレーショナル・タイムτ（ゴ）＝一1og戸（M、＝0）は次のとおり表わされる

τ（1）一

^：1讐妄1；言

このとき、次の（1）、（2）の谷間に答えなさい。なお、必要があればe■1＝0，368を使用すること。

（1）時点0から時点2までに発生したクレーム件数が3件である確率に最も近いものは、選択肢のう

ちのどれか。

（A）O．0185　（B）0．0205　（C）0．0225

（F）0．0285　（G）0．0305　（H）0．0325

（D）0．0245　　（E）0．0265

（一）　0．0345　　（J）　0．0365

（2）1件目のクレームが発生する時刻を表す確率変数を石とするとき、ηの平均に最も近いものは、

選択肢のうちのどれか。

（A）0，177　　（B）0，227　　（C）0，277

（1＝）0，427　　（G）0，477　　（1－1）0．527

（D）　0，327　　　（E）　0，377

（一）0，577　　（J）0，627
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W．ある保険金杜の保険商品の元受ポートフォリオは、年間クレーム件数Wが平均15のポアソン分布

　に従い、個々のクレーム類Xが平均4の指数分布に従っている。このとき、次の（1）、（2）の谷間

　に答えなさい。

（1）以下の条件のもと、この保険商品の安全割増率を算出する。

　　※初期サープラスは30とする

　　※Lmdbergの不等式を用い、保険金杜にとって最も保守的に評価した破産確率をe凹3まで許容

　　　するものとしたときに必要となる最小の安全割増率を採用する

このとき、この安全割増率はO．圓圓（小数点以下第3位を四捨五入）となる。a，bのそれぞれに当

てはまる1桁の数字を解答用紙の所定の欄にマークしなさい。

なお、計算の途中において端数処理は行わない。

（2）この保険商品の元受保険料は、保険金の期待値に、（1）で求めた安全割増を加味して設定して

　いるとする（社費や手数料の発生を考慮する必要はない）。この保険商品の元受ポートフォリオに、

　以下の条件を満たすように比例再保険を手配するものとすると、出再割合αは0．目圓（小数点以下

　第3位を四捨五入）となる。c，dのそれぞれに当てはまる1桁の数字を解答用紙の所定の欄にマー

　クしなさい。

　なお、（1）で求めた安全割増率を含め、計算の途中において端数処理は行わない。

　　※再保険付加率を100％とする。

　　※このポートフォリオにおける正味べ一スの期待利益を10以上とする。

　　※上記の条件を満たしたうえで、破産確率を最も小さくする。
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・l11－1一損害額凧対数正規分布1⑰）・ _イ（b刊⑰・・）紙・

　る。このリスクを補償する保険商品を、以下の条件を満たすように設計した。

　※　エクセス方式の免責金額e－2を設定し、損害保険金を支払う（損害額から免責金額を控除したも

　　　のが損害保険金である）。

　※　損害保険金の20％を費用保険金として支払う。ただし、損害保険金がいくら大きくなっても、

　　　費用保険金は04＿e－2）を上限とする。

　この商品は、免責金額も費用保険金も設定しない場合と比較して、純保険料が［亜コ％［亘コな

　る。

　①および②の空欄に当てはまる最も適切なものをそれぞれの選択肢の中から1つ選び、解答用紙の所

　定の欄にマークしなさい。

　なお、必要があればe－1＝O．368および下表（標準正規分布の上側ε点）の数値を使用すること。

　　＜表＞標準正規分布の上側ε点：〃（ε）

ε

m（ε）

0．369　　　　0．309　　　0．252　　　　0．159　　　0．091　　　0．067　　　0．048　　　　0．023

王

3

1

2

［①の選択肢］

（A）0．5　　　（B）1．0

（F）3．0　　　（G）3．5

［②の選択肢］

（A）高く　（B）低く

2

3

4

3

（C）1．5　　　（D）2．O

（トI）　4．0　　　　　（I）　4．5

3

2

（E）2．5

（J）5．0

5

3
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1孤．ある保険商品は、クレーム類xが平均一の指数分布に従っており、クレーム件数Mは、確率関数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

　∫（η）が次のとおり表わされる分布に従っているとする。

　　　！（0）＝1一β

・（・）一
Ax、。妾1＋、）／吉γ

（n＝1，2，3，…）

なお、α，βは、Oくαく1，0くβ＜1を満たす定数である。

この保険商品のクレーム総額を∫とすると、∫＝0となる確率は1一βとなり、x＞0における確率密

度関数ム（x）は、以下のとおり表すことができる。

ム（、）．画一回β（、＞。）

　　　　　γ1og（1＋α）

①および②の空欄に当てはまる最も適切なものを選択肢の中から1つ選び、解答用紙の所定の欄にマ

ークしなさい。ただし、適切な選択肢の組み合わせがない場合は、①、②ともに（J）をマークしな

さい。

（A）1　　　　（B）2x

　　　2元　　　　　　　　　　2王

（ド）eα　　　（G）e1＋α

（J）一いずれにも該当しない

（C）e－2工

（1－1）10g（1＋α）

（D）e－2倣　　　（E）e■2五｛1＋α〕

（I）αe－2五
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問題3．（15点）

I．ある保険商品は、保険期間を1年～4年の整数年で設定でき、保険料は一時払（契約時に一括して

　前受け収受）のみで販売している。

また、保険期間1年の場合の営業保険料構成は下表のとおりであり、長期係数Kは以下の前提で算出

　している（本問では利潤は考慮しなくてよい）。

　※　予定利率は保険期間によらず一律2％とし、保険金と維持費は、当該契約の保険始期および2年

　　　　目以降は始期応当目に、以降1年聞分の支出が生じるものとみなす。

　※　代理店手数料は、保険期間によらず営業保険料に対して一定の割合で設定する。また、代理店

　　　手数料は全て保険始期の時点で支出する。

純保険料 110

新契約費 25

維持費 15

代理店手数料 50

計（営業保険料） 200

なお、この保険商品の年間販売件数は毎年一定であり、各保険期間の契約ごとにそれぞれn件の計4n

件であるとする。また、各保険期間の契約とも、保険始期目は1年間通じて一様であり（特定の目や

月に保険始期が偏っていない）、新規販売から既に5年以上が経過し保有ポートフォリオは定常状態に

達している。また、解約による契約の減少を考慮しなくてよい。このとき、次の（1）、（2）の谷間

に答えなさい。

なお、計算の途中において端数処理（四捨五入等）を行う場合は、小数点以下第5位を四捨五入して

小数点以下第4位までの数値を用いることとする。

（1）保険金、新契約費、維持費、代理店手数料が予定どおりに支出され、予定利率どおりに運用が行

　われたとき、この保険金杜が1年間に受けとる運用収益に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

　（A）22n　　　（B）23n　　　（C）24n　　　（D）25n　　　（E）26n

　（F）27n　　　（G）28n　　　（ト1）29n　　　（I）30稟　　　（J）31n

（2）ポートフォリオが定常状態に達した以降、年間の収入保険料に対する支払保険金の割合が70％

　となっていたことから、この実績に応じて、純保険料を再設定し、営業保険料を改定することとし

　た。なお、維持費や新契約費については、収入と支出の額に過不足はなく、予定利率を見直す必要

　もない。また、代理店手数料は、営業保険料に対してこれまでと同様の一定率を織り込む。この改

　定後の保険期間2年の契約の営業保険料に占める純保険料の割合に最も近いものは、選択肢のうち

　のどれか。

　（A）57．7％　　（8）58．1％　　（C）58．5％　　（D）58．9％　　（E）59．3％

　（F）59．7％　　（G）60．1％　　（H）60．5％　　（I）60．9％　　（J）61．3％
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　αθαlL個々のクレーム類Xがパレート分布（確率密度関数！（x）が！（γ）＝　　　　　（x≧0。また、αは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（壮θ）α十王

3以上の整数とする））に従い、年間クレーム件数の平均がn件の複合ポアソン分布に従うポートフォ

　リオ（免責金額を設定しない場合）に対し、ある保険金杜は1クレームあたりの免責金額。（フラン

チャイズ方式）を設定して、保険契約を引き受けているとする。

下記（a）～（d）の仮定のもと破産確率モデルを考え、1年後（当年度末）のサープラスが負になる確率を、

正規近似を用いて求めることを考える。

　　（a）　当年度期首において、免責金額設定後の年間クレーム総額の期待値の100た％（κ＞0）のサー

　　　　プラスを有している。

　　（b）　当年度の保険料は、免責金額設定後の年間クレーム総額の期待値と等しい額を期首に一括して

　　　　収受する　（（a）におけるサープラスには当年度保険料は反映されていない）。

　　（c）　当年度はインフレにより個々のクレーム類が一律100ρ％（ρ＞0）上昇すると予想を立ててい

　　　　る（上記（a）、（b）におけるクレーム総額にはこのインフレの影響は反映しない）。

　　（d）　このポートフォリオ以外にこの保険金杜が引き受けている契約は無い。

このとき、次の（1）、（2）の谷間に答えなさい。

（1）当年度の免責金額設定後の1事故のクレーム類γの二乗の期待値（支払対象とならない事故も

含めたすべての契約に対する期待値とする）昨）は

剛一一・／11、・1ザ・ ・／手
、．玉・

ﾇ〕

と与えられる。

①から③の空欄に当てはまる最も適切なものを選択肢の中から1つ選び、解答用紙の所定の欄にマ

ークしなさい。なお、同じ選択肢を複数回用いてもよい。

（A）（C＋θ）

（・）

^11、・1丁

（・）

^・l／11、・1／ザ

（J）（1・ρ）

（・）
^11、・1〕

（・）

^・1／、j、・1〕ザ

（・）

^、1、・1ヅ

（K）（1・ρ）2

（・）・l
^11、・1〕

（・）
^11、・1丁

（1）

^・1／、1、・1ザ

（L）（1・ρ）3

（M）いずれにも該当しない
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（2）免責金額設定後のクレーム総額∫が、平均亙（∫）、分散γ（∫）の正規分布に近似できるものとす

　る。

　n＝10，C＝1，100た＝50、玉00ρ二10、θ二7、α＝3のとき、1年後のサープラスが負になる確

　率に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

　なお、必要があれば下表（標準正規分布の下側ε点）の数値を使用すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　由（ε）　1。

・表・標準正規分布の下側1点（榊ら1一 vrみを求める表）

u（ミ≡）　　0，00　　　　0．O1　　　O．02

00．50000．50400．5080
0．1　　　0．5398　　　0．5438　　　0．5478

0．2　　　0．5793　　　0．5832　　　0．5871

0．3　　　0．6179　　　0．6217　　　0．6255

0．4　　　0．6554　　　0．6591　　0．6628

0．5　　　0．6915　　　0．6950　　　0．6985

0．6　　　0．7257　　　0．7291　　0．7324

0．7　　　0．7580　　　0．7611　　　0．7642

0．8　　　0．7881　　0．7910　　　0．7939

0．9　　　0．8159　　　0．8工86　　　0．8212

0，03　　　　0，04　　　　0，05　　　　0．06

O．5120　　　0．5160　　　0．5199　　　0．5239

0．5517　　　0．5557　　　0．5596　　　0．5636

0．5910　　　0．5948　　　0．5987　　　0．6026

0．6293　　　0．633！　　　0．6368　　　0．6406

0．6664　　　0．6700　　　0．6736　　　0．6772

C．7019　　　0．7054　　　0．7088　　　0．7123

0．7357　　　0．7389　　　0．7422　　　0．7454

0．7673　　　0．7704　　　0．7734　　　0．7764

0．7967　　　0．7995　　　0．8023　　　0．8051

0．8238　　　0．8264　　　0．8289　　　0．8315

0．07

0．5279

0．5675

0．6064

0．6443

0．6808

0．7157

0．7486

0．7794

0．8078

0．8340

0，08　　　　　0．09

0．5319

0．5714

0．6103

0．6480

0．6844

0．7190

0．7517

0．7823

0．8106

0．8365

0．5359

0．5753

0．614！

0．6517

0．6879

0．7224

0．7549

0．7852

0．8133

0．8389

（A）0，245

（F）0．295

（B）0，255　　（C）0，265

（G）0，305　　（H）0．315

（D）0，275　　（E）O．285

（I）　0，325　　　（J）　0．335

以上
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損保数理（解答例）

問題1．

I．

（1）（D）　（2）（F）

免責金額設定前のポアソンパラメータをλ、各クレームが免責金額以下となる確率をρとすると、

年間支払対象件数Mの分布は、

・（…）・書／m；つ（1一〃・／・（÷；）！〕・害鳥（（1－1）／／（〃

　　　　　　（（工■ρll）”e→婁（ρ芸）北一（（’一ρ）ギ〆λ・ゼ（一・）λ（（’一貴）λγ

となり、パラメータ（1一ρ）λのポアソン分布に従う。したがって、谷間の解答は次のとおり。

（1）

（1一ρ）λ＝0．4x3＝1．2

（2）

・’（1■ρ）λ：（〆）㌧（0，741）4＝0．301
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巫．

（1）①（G）②（H）③（C） （2）（C）

（1）

テキストp．3－24，3－26，3－27のとおり。

（2）

唯一
Q・景詳〕／斗／111111・1；；；／胤一・・…
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皿1．

（1）（H）　（2）（B）

（1）

　　　　　　　　　　　　　　　C　　　　　　　　　　　　　　五名1ズク区分ごとのクレームコス／・ジ音および相対クレームコス／指靴＝オを実績データ

から計算すると、以下のとおりとなる。　ウ

　＜クレームコスト沢＞
　　　　　　　　ヴ

日常・レジャー使用 業務使用 計

X歳未満 0．630 O．660 0．643

X歳以上 0．390 0．540 0．480

計 0．582 O．620 O．600

＜相対クレ］ムコスト指数㌃〉

日常・レジャー使用 業務使用 計

X歳未満 1．050 1．100 1．072

X歳以上 O．650 0．900 0．800

計 0．970 1．033 1．000

よって7王2＝1．100

（2）

Minim㎜Bias法により、（1）で求めた相対クレームコスト指数㌃から相対クレームコスト指数の推定

値弓を求めることを考える。このとき、Minimum　Bias法における満たすべき条件は、次の連立方程式

のようになる。

　五パ（巧r名1）十五1。・（巧。一名。）＝0

　万。1・（ろ1一ろI）十五。。・（ろゴろ。）：0

　馬パ（～一名1）十五パ（ろrち1）＝0

　易。・（巧。一存。）十五。。・（ろ。一ろ。）＝0

この連立方程式において、Cを定数として、

　巧1・（η1一存1）＝亙22・（ろ2一ち2）＝C

　五。1・（ろrち至）＝耳。・（巧。一名。）＝一C

と表すことができる。

この複合分類リスクの構造が乗法型であることから、各相対クレームコスト指数の推定値は料率係数を

用いて、ち＝x、×γノ（5：1，2ノ：1，2）と表される。
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これを、上記連立方程式に代入して整理すると、

　x1xγ1＝巧1－C／易1…（o），xlxy2＝巧2＋C／耳2…（わ）

x。・y！＝ろ1＋C／万バ・（o），γ。・y。＝ろ。一C／五。。…（a）

となる。

（α）X（a）＝（ろ）X（0）より、

　　　　C　　　C　　　　C　　　C　（～一一）（ろ。一一）＝（脅。十一）（ろ1＋一）

　　　亙11　五。。　　万1。　万。1

であり、

　易。万。I（万。㌦一C）（五。。ろ。一C）＝亙。亙。。（亙1。巧。十C）（亙。1ろ1＋C）

　300・100（400・1．05－C）（工50・0．9＿C）＝400・工50（300・1．玉十C）（100・0．65÷C）

　（420－C）（135－C）＝2（330＋C）（65＋C）

　56700－555C＋C2＝42900＋790C÷2C2

　C2＋1345C＿13800＝0

Cについて解くと、C＝10，183，一1355，183。

ここで・C＝一1355・183では、負となる料率係数があるので不適。

よって、C：10・183

　　　　　　　　　　　　C　　　10，183
　　　　　　　　　　ろ1＋　　　　　0．65＋
　　　　　　　　　　　　万。1＿　　　100
これを代入して、x2＝　　　　＿　　　　　　＝O．775
　　　　　　　　　　　y1　　　0．97
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IV．

（1）（G）　（2）（I）

（1）

ボーンヒュッターファーガソン法で見積もった2009年度末の支払備金（BF法支払備金）は、次のとお

り。

　　　単年度支払保険金

事故年度
経過年度 既経過

ﾛ険料
予定損害率

1 2 3 4

2006 4，319 2，379 2，237 1，242 19，000 60％

2007 3，502 2，156 1，803 16，000 60％

2008 3，311 2，014 16，000 60％

2009 3，848 18，500 60％

合計 69，500

累計支払保険金

事故年度
経過年度 累計支払

ﾛ険金

累計支払保険金

@当初予測値1 2 3 4

2006 4，319 6，698 8，935 10，177 10，177 11，400

2007 3，502 5，658 7，461 7，461 9，600

2008 3，3n 5，325 5，325 9，600

2009 3，848 3，848 11，100

※累計支払保険金当初予測値＝既経過保険料×予定損害率

ロスティベロップメント・ファクター

事故年度

　2006

　2007

　2008

　2009

　合計

i→2

1．551

1．616

1．608

経過年度

　2→3

　1．334

　1．319

B　J

1．000

1．139

1．511

2，406

BF法

支払備金

　0
　1．172

3．247

6，487

累計支払保険金

　　10．177

　　8．633

　　8．572

　　10．335

　　37，717

　　　　※BF法支払備金＝（1－1／B　J）×累計支払保険金当初予測値

（2）

上記（1）から、

　　実績損害率＝累計支払保険金÷既経過保険料二37，717÷69，500＝54．3％

　　　　　　　　　ρ十ε　　0，543＋0，250
　　料率改定率＝　　　　　1＝　　　　　　　　玉＝一〇．0670
　　　　　　　　1一θ一δ　　　1－O．100－O，050

よって、料率改定後の予定損害率は、

一88一



予定損害率箏
0．543

＝0．5819
1－0．0670
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V．

（1）

　　　　　　　　　1
指数分布の平均を一、エクセスポイントをaとしたとき、亙（γ），亙（γ2）は以下のように計算できる。
　　　　　　　　　λ

①

万（γ）一r加・・（一ル）舳rλ…（一ル）赤

十（・・士）…（一ル）ll・αト…（一方）11

　　　　1　　　　　　　1
＝一iα十一）exp（一λo）十一十αexp（一λα）

　　　　λ　　　　　　　λ

　1
＝一

i1－exp（一λo））

　λ

よって、これに代入し、亙（γ）＝2000（1－exp（

②

2000

　　　　　　　　　　10000
））＝2000（1－exp（

　　　　　　　　　　2000
））＝1987

万（γ2）一rル2…（一ル）舳2rλ…（一方）欣

一［一（…亨・呈）…（一ル）ll・α・1一…（一ル）11

　　　22α　2　　　　　2　2
＝’i・十不十ア）exp（一ル）十λ・十αex・（一ル）

　2　　20　2
7一（λ十λ・）ex・（一ル）

よって、これに代入し、

万（γ2）一8000000一（4000・・8000000）・・p（o）一8000000一（48000000）・・p（一5）・7676048

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2000

（2）

クレーム件数の分布をNとすると、万（M）＝γ（M）＝100より、

　　　　　河．面一雨一珂Cγ（τ）＝　　　　一　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　一
　　　　　亙（τ）　　　　　　　　亙（ハ7）亙（γ）　　　　　　　　　　　　100亙（γ）　　　　　　10万（γ）

ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　禰
①（1）で求めた万（γ），万（γ2）を代入し、Cγ（r）＝　　　　　＝01395
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I0・玉987

②（1）の亙（γ），五（γ2）の式にα：4000を代入して計算し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一90一



　　　　　　　　　　　　　　　　　α
亙（γ）＝2000（1－exp（　　　　　））

　　　　　　　　　　　　　　　　2000

　　　　　　　　　　　　4000
＝2000（玉一exp（　　　　　））＝1729
　　　　　　　　　　　　2000

亙（γ2）・8．000000一（4000α・8000000）・・p（

一8000000一（24000000）exp（一2）

：4749824

雨Cγ（τ）＝　　　　　　　　　＝O．1260

　　　　　　　10・1729

　o　　　）

2000
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問題2．

I．

（1）（D） （2）（E）

（1）

契約者ごとのクレーム件数をx、契約者ごとのポアソンパラメータを表わす確率変数を③、全体のクレ

ーム件数の平均をμ、分散をσ2とすると、

　　互（γ（x　l⑤））＝刀（◎）＝μ

　　γ（万（X　l⑤））＝ザ（X）一万（γ（X　l⑧））＝σ2一μ

また、全体のクレーム件数の標本平均茅および不偏分散∫2は次のとおり。

1・戟E篶一α…

　　　　　　　　　2　　　1　H・2＝

jﾅい）
一（0－0，529）2・500・（1－0，529）2・160＋（2－0，529）2・70＋（3－O．529）2・35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　765＿1

　　　＝0，708

μおよびσ2の推定値として、それぞれ元および82を使用すると、信頼度Zは次のとおり。

　　　　　　　1　　　　　　　　工
　Z＝　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　＝0．253

　　　1。五（W1⑤））1．o・529
　　　　　ザ（万（X　I⑤））　　　0，708－O．529

（2）

過去1年間のクレーム件数2件の契約者の次年度のクレーム件数予測値は、

　　2×Z＋天x（1－Z）＝2x0．25＋0，529x（1－0．25）＝O．89675

1件あたりの保険金は1，000なので、純保険料は、

　　1，000x0．89675＝896．75
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■．

（1）

題意力・ら

　　巧＝800＝β1＋0＋β。十ε1

　　ろ＝500＝β1＋0＋0＋8。

　　ろ＝400＝0＋β。十β。十ε。

　　巧＝200＝0＋β。十0＋ε。

これを基礎にε、（ゴ＝1，2，3，4）に関する最小二乗法によるパラメータ推定を行う。

　　4　　Σεアー（800一β、一β、）2＋（500一β玉）2＋（400一β、一β、）2＋（200一β、）2

　　j＝1
この式をβ、（テ＝1，2，3）の偏微分を取り、それらが0となるようにβ、（ゴ＝1，2，3）を定めると（525，175，250）

となる。

（2）

リンク関数が対数関数であることから

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・β1＋β1（f＝1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・β1　（1＝2）
　　亙匡1＝g－1¢1X三けβ2X、、十β3X、、）＝　　　　　　　となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・β1＋β1（j＝3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・β1　（1＝4）

したがって、対数尤度関数小；μ）は

　　　　　　　H　　　　　　　　　　　　　　　　　　珊
　　Zし；μ）：Σ1・g！（y、；μ、）一Σ｛（一μ、）十y，1・gμ、一・gし、！）｝

　　　　　　　仁1　　　　　　　　　　　　　仁1

　　　　　＝一・（舳）・800（β、・β、）一1・9800！一・A・500β、一1・9500！

　　　　　　　一・（β・十β1）・40ψ、・β、）一1・9500！一・β・・200β、一1・9200！

　　　　　∂z
となる。一＝O（ゴ＝1，2，3）より、

　　　　　∂βj

：llll㍑0

　　　〃・。戸2）・1，…

を解いて、eβ’≒478．95。
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皿．

（1）（A） （2）（C）

（1）

割引率一

I＋
ρ十β　1一ゾ1
　　　　ツ

ρ十α十β 1一γ
1一ゾー

｢・、千妄｛、｛一刈

1一ソ” 1一ゾ

1一ソ

｛一ゾ’） ρ十β。c一川
ρ十α十β

＝v

1＿ゾ1 α

1一ツ冊 1一ゾ ρ十α十β

（2）

長期分割払契約の保険料は次のとおり分解できる。

　　　　　　　　　　　　ρ十β　1一ソ”一1
　　　　　　　　　　1＋　　　　　ソ
　　P一ρ十α十βxρ十α斗βトv
　　　　l一（δ・θ）　　1イ

　　　　　　　　　　　　　　1一ソ

　　　　　　　　　し。α。β）。し手ル’一1…

　　外（δ・θ）／一　　　冊　1■v
　　　　　　　　　　　　　　　1一ツ

　　　　　　　　　　　　　　　1一ソ

　　　　　　　　　　　　1－v　　　　　P一いβ）・　胴α・P（δ・θ）
　　　　　　　　　　　　1一γ

　　　　　　＝危険保険料十予定社費（維持費）

　　　　　　　　　十予定社費（新契約社費）十予定代理店手数料十予定利潤

よって、回収できなかった新契約社費の第2保険年度末時点の現価は次のとおりとなる。

／1号α／’÷’÷
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IV．

（1）（C）　（2）（一） （3）（G）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1平均2の指数分布の確率密度関数は、∫（X）＝加一ル，λ＝一となる。．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

（1）

　　　　λ
M・（c）＝ ﾉ一τより、P（x）＝

、。g。、（乃）．1・・／、1万／．、。、、、．、9王、

乃　　　　　乃 0．3　　0．3
＝3．05

（2）

P（X）＝min｛x1巧（x）≧1一乃｝

耳（x）は狭義の単調増加なので、P（x）＝〈刈巧（x）＝1一ん｝

F（x）＝1－e’方より、

　．・．1一ト玉＿eIル

　．・．ゐ＝e一ル

　　．　一0gん
　・・x＝　　　　　　＝2・一Iog0．05＝2　2，995＝5．99

　　　　　λ

（3）

λ＞々の下で、

亙（が）・rκ・㎞！（・）加rm加加■柵

　　　　　・小州一／［汽

　　　　　　　　　　λ　亙（・”）＝M。（ん）＝一
　　　　　　　　　　λ一ん

　　　　　　　五（ル版）　1　　l
よって・P（X）3 怐i、版）＝ 怐＝B．。．。。

ξ三111一（、…ゐア

＝5．00
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V．

（1）①（F．）（2）（D）

（1）

戸（Mf＝0）はtの関数として連続で、単調減少であるため、

定理・・より、・（卜、）一τ（f）”
A一・（・〕となる。

　　　　　　　　　　　　　η！

よって、。（。、一。）一1（2）3 Y（・）ユゼ・一α・…

　　　　　　　　　　　3！　　　　6

（2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫咋㌦はポアソン過程に従い・P「（咋m）㌃e■s’が成り立つ。よって・∫1＝τ（巧）は平均1の

指数分布に従うことになる。

　　　　s　　　　－　0≦∫く3
τ一1 i。）一3　　より、
　　　　s＋2
　　　　　　　　3≦∫
　　　　　5

珊一亙←’（∫1））一片ゐ・r苧柵

一［十（1・小［十（1・∫）一1ゲll

　14．34．32．3＝＿＿＿e　　＋＿e　＋＿e　　＝0．327

　3　3　　5　　5
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V圧．

（1）a　6　b　7　　（2）c　4　d　3

（1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1L㎜dbergの不等式ε（〃。）＜e棚と題意から、。調整係数Rコ＿（e■ヨ0R＝e’ヨ）に対応する安全割増率を求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10

めればよい。

クレーム類の積率母関数をM｝（7）とすると、

　　　　　　　1－4r
舳一r士・ブゐr三4、と狐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　1λ十（1＋θ）λ×μxドλ〃x（κ）に、　　λ二15、μ＝4・Mx（7）＝　　・r＝一を代入すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1－47　　　10

　　2　　　5　　　　　　　　　　　2
1＋一（1＋の＝一となり、これを解き、θ：一≒0．67となる。
　　5　　　3　　　　　　　　　　　3

（2）

　　　　　　　　　　　　　　　2
　元受保険料　C＝15x4x（1÷一）＝100
　　　　　　　　　　　　　　　3

　正味保険料　C＝C－15x4xαx2＝100－12ω
　1件あたりの正味クレーム類　xI＝（1一α）x

　1件あたりの正味クレーム類の期待値亙（（1一α）刈＝4（1一α）

以上から、正味べ一スの期待利益は、d一五（M）五（（1一α）X）＝100－12ω一6q1一α）＝40－60α

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
であり、これを10以上とするためには、α≦一とする必要がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1また、正味クレーム類の積率母関数はMx（r）＝M（、．、〕x（7）＝M五（（1＿α）r）＝　　　　　　であるから、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1－4r（1一α）

　　亙（M）十dド万（M）M，1（7）

　　　　　　　　　　　　　15
　　15＋（100－120夕）7＝
　　　　　　　　　　　1－4γ（1一α）

　　15＋（100－120z）r－60r（1一α）一価2（1一α）（100－12Qz）＝15

　　（100－120z－60＋60〃）7－4κ2（1＿α）（100－120夕）＝0

　　（40－6Cd）7－472（1一α）（100－120z）＝0

　　（10－1カ）一7（1一α）（100－I2αシ）＝0

　　　　　　　　10－15α　　　　　　　2－3α　　　　O．25　　　3
よって、7：　　　　　　　　＝　　　　　　　＝　　十　　　　　である。
　　　　　　（1一α）（100－12倣）　（1一α）（20－2佃）　1一α　24α一20

これを最大にするαを求めればよいから、

a7　　　0．25　　　　　　72　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5

。、（1．、）・（。伽一。・）・＝0とすれば・α≠1およびα≠石の条件のもと
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1買1一α）2＝（6α一5）2

36α～＿60α十25＝18♂＿36α斗18

18α2－24α÷7＝0

α÷点1紙1・1孤一÷鳥≒1・・

でrは極大、したがって最大となる。
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W．

1（・）・ ｻ、…／（’Og1斗へ古…／（亨ト・l1・…

1・・
ﾂ1…／⑫0・1斗rx一’島1α2・・｛（109115アト

一1・・1字・・｛一秒・ξグー砦2÷02・・｛一少

一一

Pが・1法・・｛一芸ト・1刈古・・｛（γ13）2ト

・（1・一1が）宴古・・｛一千・写去・・｛（γ13午

一一
P刈古・・｛一芸ト・1が・・㌦・・｛一分

・（1・一1が）！古・・｛一千・兵古・・｛分・…ポ

従って、O．5846／0．6065＝0．9639．．．．となり、純保険料は約3．5％低くなる。
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w．

①（G）②（C）

クレーム類XはF（1，2）に従うから、クレーム総額∫＝X、十X、十．．、X”は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2”ガンマー分布の再生性より、r（〃，2）（確率密度関数は　　　x固一1e－2工）に従う。よって、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〃一）！

炸婁、x1。ζ玉、、）／、子、γ（”…、）！〃

r。、（告、）婁／、鷺γ去枇、1島二、）靖γ土

2工

一、1島1、）ト㍉青；l！
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問題3．

I．

（1）（C）　（2）（J）

（1）

予定利率を’としたとき、毎年の収入保険料P（’）は、

p（互）＝200＋

…（…1・）・（1＋

^∴〕）…（11・・1・）・（1・／、1，／・／、1五丁）

　　50
（1一一）

　200

十

　　50
（1一一）

　200
　　　　　　　　　　　　　　　　　…（m・1・）・（1＋／÷〕・／、1、ト／、1、丁）

　　　　　　　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1一　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200

であり、契約ポートフォリオが定常状態に達していることや、保険始期目に偏りがないことなどから、

1年間の運用収益は（P（O）＿P（’））×0175と考えることができる。

これを計算すると、

（1（・）一・（・））・1・・一1…（1－
^∴／）・1…（・一／÷／－／÷丁）・1…（・一寸／÷下一／÷丁）

・1…（・一・
^亘1，／一・／÷ト／÷ア）・・…

（2）

毎年の収入保険料は、

200＋

・・十（…1・）・（1・

^11，／）…（・・今1・）・（1・／、1、〕・／、1、丁）

　　　　　　　　　　　十
0．75 0．75

　　　　　　　　　　　　　　　　十…（・・1・）・（1・／÷〕・／11，1・／11♪、、7676，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．75

よって毎年の保険金は1767，64x0．7＝1237

一方、運用収益分を含めた純保険料はmx（1＋2＋3＋4）＝1王。oを予定しているから、鈍率は

1237÷1100－1≒12．45％引上げなくてはならない。

　　　　　　　　　　　　　　　l1O×1．1245＋110×1．1245÷1．02＋15＋15÷1．02＋25
よって、純率改定後の営業保険料は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝399，56．

この営業保険料に占める改定後納率は、

　　　　　　　0．75

110×1．1245＋I10x1．1245÷王．02
　　　　　　　　　　　　　：＝O．6130．．．．

399．56
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■．

（1）

インフレを考慮した1事故当た？の損害額の確率密鰯数7（π）は・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α

　　　　　　1　　　αθα　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　θ　　ア（x）＝　　　　　　　　　、また、分布関数戸（κ）は戸（κ）＝1一

　　　　　’十ρ／、1、・1ザ　　　11、・1

（いずれも（x≧0））で表される。

よってインフレを考慮した場合の免責設定後の1事故当たりのクレーム類γに関して

刺・1，12αθα鮒、欣一1・ρ）・α1α1（Sテ1）2必

　　　　　　岬／、千、・1〕　が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　x　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　十θ＝∫で変数変換）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋ρ

　　　　　如）2α1α八、生÷ξ；l／｛）2α1α［、12、圭・・芝、、

　　　　　　　　　　　　一十θ
　　　　　　　　　　　　1＋ρ

・1・1）・一1α
^11、・1ザ

／、1、・1／2・l／、1、・1〕、。

　　　　　　　　　　　　　　斗
α一2　　　　　α一1 α

生÷L、
1＋ρ

したがって、解答は①（K） ②（D） ③（C）となる。

（2）

1事故のクレーム類の平均値亙（γ）を（1）と同様に考えて求める。

1（1）一 P，1αθα…糾加α㍗）ゐ
　　　　　　　ρ／1子、・1／　ずθ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　x　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　十θ＝∫で変数変換）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1＋ρ

・1・ル1一 A1じ

　　　　　　両十e

、隻1ト・1・ル1α［、1、、圭1・1÷L、

1＋ρ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　f
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋θ
　　　　・！・刈、1、・1ザ’チ111紙

また、インフレを考慮しない場合の免責設定後の1事故当たりのクレーム領の期待値は、上記で求めた

五（γ）の式において、ρ＝0とおいて、

　　　　一外1中1一里／1紙

したがって、〃＝10，C＝玉、100た＝50，100ρ＝IO、θ＝7、α＝3より、

収入保険料一剛・1中11〕・1・…（るプ・（ξ一ξ）一・・泌

当年度の免責設定後のクレーム総額を∫とすると、

郎）・俳1・・1・1…（、、11，71／’／’1＋7；〕・・γ・・1

件ψ）一1・・1・1…（、、、1斗7／／（1／1・1寺・12x7X（｛’・’斗7）・；／・…

1年後のサープラスが負になる確率は

伽・1・一1く・）・・／∫叢g’・33舳篶一3γ091〕

　　　　　　　　　　　　一1／∫1叢g1・33蝋X篶一3γ09’／

　　　　　　　　　　　　＋駕g’・・・…／

　　　　　　　　　　　　＝≒＝1－O．7054＝O．2946

したがって、解答は（F）となる。

以上
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